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Ⅰ　職場の「発見」

1　OJT と OFF-JT ──人材育成を語る 2つのカ
テゴリー

　企業経営にとって「人材育成」が，重要な経営
課題として「前景化」しはじめている。企業経営

における人材育成の意味とは，「企業が戦略目的
達成のために必要なスキル，能力，コンピテン
シーを同定し，これらの獲得のために従業員が学
習するプロセスを促進・支援することで，人材を
経営に計画的に供給するための活動と仕組み」で
あり（Hall 1984），持続的で戦略的な経営を志向
する時，考慮に入れなくてはならぬ変数の 1 つと
なりつつある。
　こうした背景には，「業務のスピード，世の中
の変化のスピードに，人材開発が追いついていな
い」あるいは「仕事の現場，いわゆる職場におい
て必要な人材がなかなか育たない」という実務的
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近年，人的資源開発論の研究領域において「職場（Workplace）」を「学習環境」として
とらえる研究が増えている。これらの研究では，いわゆる OJT，Off-JT という概念では
見落としてしまいがちな「職場における学習の実態や可能性」を調査研究したり，実践的
研究を実施することをめざしている。まず本論文では，Ⅰにおいて，従来の人的資源開発
論において長年にわたり利用されてきた「OJT（On the Job Training）」「Off-JT（Off 
the Job Training）」という概念の一般的理解に関する諸問題を指摘する。第一の問題は，

「OJT」という概念の一般的理解は「上司−部下間の教育指導関係」を意味することが多
いが，それはともすれば「職場における多様な他者から提供される支援を通じた学習」，
すなわち，職場の中の社会的ネットワークを通して実現される能力開発の動態を見逃すこ
とにつながることである。第二の問題点とは，OJT と Off-JT という 2 つの異なる概念が
別々に用いられて施策が組み立てられることで，それら 2 つが連携し，相互に依存しなが
ら，効果的な学習機会を生み出せなかった可能性があることである。これら 2 つの問題を
探求する試みとして，近年，「職場を学習環境と見なす研究群」が注目されている。具体
的には，「職場での学習の実態を把握する調査研究」「職場での実践を学習機会として活用
する実践的研究」の 2 つの研究群である。Ⅱでは，これら 2 つの研究群の知見を概観す
る。前者「職場での学習の実態を把握する調査研究」においては，職場のメンバー間で営
まれる社会的相互作用の中で，従業員が能力発達する様子が報告されている。後者「職場
での実践を学習機会として活用する実践的研究」においては，「研修における学習」と「職
場における実践」を連動させ，学習効果の高い人材育成のあり方を模索している。Ⅲで
は，今後の研究課題をのべ，本領域が学習研究者，経営研究者のコラボレーションによっ
て，学際的研究領域として萌芽する可能性と展望を述べる。
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課題が存在する（中原 2010a；守島 2010a）。
　「仕事の現場で業務のスピードについていける
人材が育たない」とは，企業人材育成の領域にお
いて主に 1990 年代後半になって実務家の問題関
心に上がってきたことである（中原・金井 2009）。
1980 年代後半，バブル景気に沸き立った日本は，
それからわずか数年後に，いわゆる「谷底」を這
うような未曽有の経済失速を経験した。このプロ
セスにおいて，企業は，経営を立て直すため戦後
確立した様々な雇用慣行を見直すに至る。いわゆ
る「終身雇用」「年功序列賃金」「職能資格制度」
という日本型の雇用慣行が見直され，同時に主力
ではない事業とそれにともなう人員の削減，いわ
ゆるリストラクチャリングを断行した。
　雇用慣行の変化は，長期にわたる職場での学
習・自己研鑽のモティベーションを失わせた（加
登 2008）。またリストラクチャリングにともなっ
て職場の人員構成，および，仕事付与のあり方に
格差が生まれた。
　より具体的には，1）職場の人員が削減され多
忙化が進み，部下にフィードバックを行う人材が
不足する，2）短期間で成果をだすために「仕事
のできる人」に仕事が集中し（労働政策研究・研
修機構 2006），仕事をこなす人の業務能力は向上
し，そうでない人との間に格差が生じた，3）マ
ネジャーが多忙を極め，部下指導の時間的余裕が
なくなった（中原・金井 2009），などの諸現象が
生まれ，職場の人材育成を支える資源は失われ，
能力開発は危機に瀕した。
　しかし，一方で皮肉なことに，業務に求められ
るスピードはますます加速し，それに対応する人
材開発のニーズはかつてより急速に高まってい
る。人材育成が機能不全に陥る中で，そのニーズ
が高まっていく，というディレンマの解決こそが
日本企業の喫緊の課題である。自社の「人材育成
システム」を，戦略的に再構築するべき岐路にた
たされている。
　ところで，一般に，企業における「人材育成シ
ステム」を再構築する際，まず脳裏に浮かぶの
は，OJT（On the job Training）と Off-JT（Off the 
Job Training）という，人材育成における 2 つの
伝統的概念（構成要素）である。

　OJT の一般的理解としては「上司が部下に対
して仕事を通じて計画的に必要な知識，技能，問
題解決能力，および態度について教育訓練を行う
こと（青木 1965）」であり1），Off-JT とは「仕事
を離れて実施される研修等の教育指導訓練」と把
握されている場合が多い。これら 2 つの概念は，
様々なかたちで人口に膾炙し，これまで人材育成
の言説空間・実践空間をかたちづくってきた2）。
　しかし，筆者は，従来の OJT，Off-JT に関す
る言説・実践を評価しつつも，この概念の一般的
理解とその実践に対して反省的吟味を行うことが
必要であると考える。今，日本企業が新たな「人
材育成システム」のあり方を再構築するべきとき
に，成人がどのような業務環境（学習環境）を付
与されれば，学習効果があがるのかを，近年の学
習研究の知見に基づいて批判的に考察することが
重要であると考えるからである。
　誤解を恐れず述べるとするならば，これまで人
材育成を語るために利用されてきた OJT と Off-
JT とよばれる 2 つの概念は，筆者がアカデミッ
クバックグラウンドを有する「学習研究（learning 
research）」の観点からすると，2 つの陥穽が存在
している。その陥穽を理論的に克服し，かつ社会
的実践として実装することが，将来日本企業の人
材育成システムを再構築する上で，重要である。
　第一の陥穽は，「上司が部下に対して仕事を通
じて計画的に必要な知識，技能，問題解決能力，
および態度について教育訓練を行うこと」という
OJT の一般的理解が，ともすれば「同僚−同期
間」や「上位者−部下間」などの職場に遍在する，
より多様な主体間で営まれる社会的相互作用を通
じて生起する学習を見逃すことになってしまっ
た，という問題である。職場における多様な主体
間で営まれる社会的相互作用の実態と学習の関連
性を把握することが，まずは求められるだろう。
　第二の陥穽は，人材開発施策を語る主要な概念
が OJT と Off-JT しかなく，それらは別々のもの
として語られ，個々に現場で実装されてきたがゆ
えに，「OJT と Off-JT の連動・連携」による，よ
り「統合的な学習環境」を構築することができな
かったことである。この 2 つの学習機会の非連
動・非連携は，1）OJT と Off-JT を俯瞰する上位
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の理論体系（学習理論体系）が存在していなかっ
たこと，2）また一般企業においては，OJT はラ
イン長の管轄，Off-JT は人事部・人材開発部門の
管轄とされ，別々の主体によって管理・運営され
たことによって，決定的なものとなった。比喩的
に述べるならば「OJT は OJT，Off-JT は Off-JT」
といったかたちでそれぞれの施策が組まれ，それ
らが連動し，効果的な学習環境を形成する視点が
失われがちだった。
　次節では，これら 2 つの陥穽の意味を，近年の
学習研究，人材開発研究の知見を概観しつつ，さ
らに深く考察したい。

2　OJT と Off-JT の一般的理解の問題点──「職
場」の発見

　（1 ）第一の陥穽：能力形成を支援する職場の社
会的ネットワーク

　第一の陥穽に対して学習研究の観点から反省的
吟味を行うのだとすれば，近年の学習研究では，
学習を有能者から非有能者に対する知識・スキル
の伝達（transmission）と捉えるのではなく，多
様な他者からの発達支援，あるいは他者とのコ
ミュニケーションによって媒介されるものと考え
られていることがあげられる（Pea 1996）。つま
り，学習にとって「他者」の果たす役割に研究の
焦点があたっているということであり，学習環境
を構築する際には，学習者−他者間の社会的相互
作用の設計・維持が探求される。
　学習における他者の役割は，1980 年代，心理
学者ジェロム・ブルーナーやマイケル・コールら
によって，ソビエトの心理学者レフ・ヴィゴツ
キーの研究が再評価されたことに起因する。本論
文ではヴィゴツキー心理学の詳細を述べることは
差し控えるが，下記に端的にその主張を表現する
文章があるので，紹介する。

発生的に見て，社会の諸関係，つまり実際の人と
人の関係が，すべての高次精神機能の基礎となっ
ている。これらの機能のメカニズムは，社会の写
しである。それらは，社会秩序の中の諸関係が内
化され，個人のパーソナリティに引き写されたも
のである。精神の構成と発生と機能，つまり，そ
の本質は社会的である。（Vygotsky 1927）

　上記の引用に見るように，ヴィゴツキーにとっ
て，高次精神機能の発達とは，学習者を取り巻く
他者，すなわち社会的関係の写像であった。比喩
的に述べるならば，人間の能力向上の本質は，社
会が個人の中に内化していくということである。
この「人間の精神の本質は社会の諸関係の総体で
ある」というアイデアをもとに，ヴィゴツキー
は，その後，高次精神機能の発達の起源を追い求
める。個人を取り巻く他者からの様々な働きか
け，かかわり，支援によって実現される発達の動
態を，最近接発達領域（Zone of proximal development）
という概念によってまとめた（Vygotsky 1970）。
最近接発達領域とは，個人が独力で達成できる水
準と，他者の支援があれば達成可能な水準との差
を指示する発達の可能性に関する概念である。
　ヴィゴツキー心理学は，もともと発達の理論体
系であったが，その後，学習の領域に言説転換さ
れる。その言説は，その後の学習研究に多大なる
影響を与えはじめ，様々な研究者によって概念的
拡張や再解釈が行われた。ヴィゴツキーが当初想
定していた社会的相互作用は，有能な他者−本人
のあいだの，いわゆる「垂直的相互作用」であっ
たが，これが後世の研究者によって反省的に吟味
され（Wertsch 2004, van Oers 1998, Lave and Wenger 
1991 など），「水平的で集合的な社会的相互作用」
に注目が集まることとなった。必ずしも，垂直的
ではない社会的相互作用に研究の焦点があたりは
じめ，様々な研究が開花した。
　例えば，役割交代を行いつつ水平的社会相互作
用を通して学習をすすめる Palincsar and Brown

（1984）らの相互教授（Reciprocal teaching）研究や，
複数の学習者が共同で課題解決に取り組むこと
で，より深い理解に達することのできるとする
Miyake（1986）の建設的相互作用論，Roschelle

（1992）の概念収束説，Rogoff（1993）の共同プラ
ンニングに関する研究，学習者が断片的な知識を
各自つなぎ合わせて統合的な理解を生み出す
Brown and Campione（1996）などである。
　ここまでの理論的経緯を踏まえ，第一の陥穽を
ふたたび考察するに，OJT の一般的理解におい
ては「上司−部下間の垂直的社会的相互作用」が
特に注視されており，ともすれば「同僚−同期
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間」や「上位者−部下間」など，職場における異
種混交の社会的相互作用をリソースとした学習に
焦点化することはできなかった。実務の世界にお
いても，OJT は上司が単独で担うものという理
解が広まり，職場の社会的ネットワークを通した
学習に焦点が当たらなかった可能性がある。よっ
て，このメカニズムを実証的に解明し，実装のた
めの基礎的知見を蓄積することが重要である。例
えば Clarke（2004）は，イギリス国内にある専門
的医療団体 161 団体へ，「フォーマルな学習機会
とインフォーマルな学習機会」に関する質問票を
送り，120 団体のマネジメント層・実務担当者か
ら回答を得た。その結果，実務担当者は 1）「イ
ンフォーマルな学習情報源」を重要だと認識して
いること，2）インフォーマルな学習情報源とし
ては，「直属の上司」（12.24％が重要だと回答），職
場のチーム（10.70％），社内メンター（9.05％）な
ど，多種多様であることがわかったという。直属
の上司に限定されない，多種多様な他者からの学
習の重要性が，実務の現場においても認識されて
いる。
　（2）第二の陥穽：学習機会としての職場実践
　第二の陥穽に関して，学習の観点から，「ある
べき理想」を描くのだとすると，OJT と Off-JT
と個別の学習要素を散発的に実施するのではな
く，必要に応じて効果的に配列・連携させ，「統
合的な学習環境」を構成し，高い学習効果をあげ
ることをめざすべきである，と指摘できる。企業
の人材育成にとって学習とは最終目的ではない。
学習した内容が現場でも役立てられ，パフォーマ
ンスをあげうることが目的である（Noe 1986; Noe 
and Tews 2009; Holton Ⅲ , Bates and Ruona 2000）。
この学習された内容の現場への波及は「転移

（transfer）」とよばれ，人材開発研究の中心的テー
マとして，これまでの数多くの研究がなされてき
たが3），近年の研究では，この転移に影響を与え
るのは職場要因が大きいという指摘（Holton Ⅲ 
1996; Cromwell and Kolb 2004; Noe and Ford 1992; 
Yamnill and McLean 2001）がなされている。その
中でも，特に注目が集まっているのが，職場での
準備・実践・サポートである。
　例えば，人材開発の教育評価測定を研究する

Brinkerhoff（2008）は，効果のない研修プログラ
ムの原因分析を行い，その失敗要因の実に 8 割が
研修以外において生じていることを主張してい
る。
　Brinkerhoff（2008）によれば，研修の失敗要因
は，1）研修前の職場での準備（現場のマネジャー
が受講者のレディネスを高めていない。適切な人物
が研修に送られてきていない等）が 4 割，2）研修
のデザインそのものが 2 割，3）研修後の職場実
践とサポート（研修の後に学んだことを実践する機
会が与えられていない。あるいは上司・同僚からサ
ポートが得られていない，等）が 4 割だという。実
に研修成否の 8 割を研修以外の要因，すなわち，
職場での準備・実践・サポートが影響を与えてい
る，ということである。
　このように第二の陥穽に対する解決のヒント
は，研修の効果を考える際に，いかに職場要因を
考慮に入れるか，特に職場での実践やサポートと
連動させるかが注目されている。

Ⅱ　「学習環境」としての職場

　前節では，1）職場における異種混交の社会的
相互作用の中で，人は学習するのだということ，
2）研修における学習効果を高めるためには，職
場での準備・実践・サポートを考慮に入れ，研修
と職場を連動させた統合的な学習環境を構築しな
ければならないこと，を指摘した。これら 2 つの
視角の共通点とは，「学習の場」ないしは「学習
の機会」として「職場」をとらえること，すなわ
ち「学習環境としての職場」と見なすということ
にある（Billet 2004）。そして，こうしたそれぞれ
の指摘の延長上には，新たな研究の萌芽が期待で
きる。
　下記では，近年，新たに様々な研究知見が蓄積
されている「職場での学習の実態を把握する調査
研究」「職場での実践を学習機会として活用する
実践的研究」の 2 つについて，筆者の研究を中心
に順に紹介する。前者の調査研究が前節での指摘
1），後者の実践研究が指摘 2）にそれぞれ対応し
ている。
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1　職場での学習の実態を把握する調査研究──社
会的相互作用に注目して

　筆者は「職場での学習の実態を把握する調査研
究」として，これまで特に「職場における社会的
相互作用」に着目し，2 つの研究を実施してき
た4）。下記，これらを紹介する。
　第一に紹介するのは，「職場において，人は，
どのような他者から，どのような支援を受け，能
力を向上させていくのか」というリサーチクエス
チョンに基づいた筆者の研究「職場における他者
支援による学習研究」（中原 2010a），第二に紹介
するのは「職場の業務経験談は個人の能力向上に
どのような影響をもたらしているのか」を分析す
る研究「職場における業務経験談を通した学習研
究」である（中原 2010b）。
　（1）職場における他者支援による学習研究
　第一の研究「職場における他者支援による学習
研究」は，2008 年に，日本企業 43 社・2304 名の
18 歳から 35 歳までの若手・中堅社員を対象にし
て，質問紙調査のかたちで，筆者，松尾睦氏，株
式会社富士ゼロックス総合教育研究所の共同研究
として遂行された。中原（2010a）においては，
ここで得られたデータを筆者が再分析してモデル
構築を行っている。詳細な分析プロセスは，中原

（2010a）を参照されたい。
　得られた知見を簡潔にまとめると，下記の 4 点
である。

1.  職場において個人は，上司・上位者・同僚
同期から，能力向上に正の影響を与える多種
多様な支援を受けている。

2.  探索的因子分析・確認的因子分析の結果，
職場において他者から受ける支援とは，1）
業務支援，2）内省支援，3）精神支援の 3 つ
がある。1）業務支援とは業務に関する助
言・指導をさす。これは従来の OJT 研究に
おいても，上司から部下に対する働きかけと
して探求されてきたものである。2）内省支
援とは，個人の業務のやり方・行動のあり方
に対して，折に触れ，客観的な意見を与えた
り，振り返りをさせたりすることである。
Kolb（1984），Kolb and Kolb（2009）に代表

される経験学習の理論によれば，業務におけ
る経験は内省を伴ってこそ，抽象化すること
ができ，あるいはメタレベルの教訓を引き出
すことができる。3）「精神支援」とは，折に
触れ，精神的な安らぎや励ましを与えたりす
ることをいう。業務に対する情緒的なフィー
ドバックとも言える。

3.  「他者からの各支援」を独立変数，自己評
定による「能力向上実感」を従属変数とした
重回帰分析の結果，1）上司による精神支援
と内省支援，2）上位者・先輩によって担わ
れる内省支援，3）同僚・同期によって担わ
れる業務支援・内省支援が，本人の能力向上
に正の影響を与えている。

4.  各支援の中で最も強い影響を持っているも
のは内省支援であり，これをいかに職場の他
者から得るか，ということが，本人の能力向
上にとって非常に大きな要因となる。

　従来の OJT 研究においては，上司による働き
かけが中心的な能力向上の資源と見なされ，その
中でも 1）教育指導（知識の伝達・アドバイス）と
2）権限委譲（仕事を任せること）が，能力向上に
ポジティブな影響を与えるロバストな二軸として
研究される傾向があった。本研究の知見は業務に
関する支援のみならず，内省や精神的なサポート
の必要性をものがたっている。
　また，本研究からは，上司による働きかけだけ
でなく，上位者，同僚・同期といった，異種混交
の社会的ネットワークの中で，人が能力向上を果
たしていることを示唆している。
　ちなみに，こうした他者からの支援は，いわゆ
る「組織市民行動（Organ 1988）」とも呼べる。
特に育成責任がない上位者・先輩からの内省支
援，同僚・同期からの業務支援・内省支援が成立
するためには，どのような職場風土が共有されて
いればよいかを調べるため，組織レベルの分析を
行った。その結果，職場の中の互酬性規範（複数
の人々の間で共有される関係で，現時点では不均衡
と思われる交換でも，将来均衡がとれるとの相互期
待をもとにした交換の持続的社会関係）が高い職場
であればあるほど，このような支援が他者に対し
て提供される事がわかった。職場の互酬性規範を
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高めるために，職場のマネジャーが行っている
リーダーシップのあり方についても，事例的検討
を行っている（中原 2010a）。
　（2）職場における業務経験談を通した学習研究
　第二の研究「職場における業務経験談を通した
学習研究」は，職場内のコミュニケーションにお
いても，特に業務経験談に焦点をしぼり，それを
通した個人の学習効果を探求した研究である。こ
こでいう業務経験談とは，業務プロセスにおい
て，職場のメンバーが，自らの成功経験や失敗経
験について話しあうことである。知識転移に関す
る先行研究においては，成功経験や失敗経験の話
し合いが，職場メンバー間の学習に与える影響は
大きいとされている（Orr 1996; Maidique and Zirger 
1985; McGrath 2011, Edmondson 2011; Argote and 
Mcgrath 1993）。しかし，その効果はこれまで定
量的に検討されたことがなかった。よって，質問
紙調査の方法論を用いて，これを探求することと
した。
　具体的には，この研究で分析対象としたのは，
株式会社ダイヤモンド社，筆者，松尾睦氏で共同
実施した調査によって得られたデータである。
2008 年 7 月から 8 月にかけて，日本企業 8 社に
勤務する 19～35 歳の会社員 1300 名を対象に質問
紙調査を実施し筆者が分析を行った。この知見は
中原（2010a, 2010b）において発表しているので，
詳細はそちらを当たられたい。
　研究方法論としては，自己評定による能力向上
実感を従属変数に設定し，「成功経験談」「失敗経
験談」をどの程度職場でなしているかを測定する
質問項目を独立変数に設定する。組織レベルの社
会関係資本の有無がどの程度，これらの学習に影
響を与えているかを考察するために，階層線型モ
デルを用いて分析を行う事とした。
　結果の概略は下記のようになった。

1.  職場で展開される成功経験談は業務遂行能
力の向上に資する。メンバー間の共有された
組織レベルの信頼はその効果を正の方向に押
し上げる効果をもつ。

2.  失敗経験談は業務遂行能力の向上に資す
る。その効果は組織レベルの職場の信頼に
よって正の方向に押し上げられる傾向があ

る。
　上記の結果を解釈するに，職場の中で何気なく
人々によってかわされている業務で成功した経験
の語りも，失敗した経験の語りも，いずれも本人
の学習にとってはポジティブな影響をもってお
り，さらには，信頼感が相互に感じられる組織で
あればあるほどその効果は高くなる，ということ
が言える。いずれにしても，上司による部下指導
だけが，個人の能力を向上させるリソースではな
い。職場における様々な社会的相互作用が，その
可能性を有している。よって，そうした社会的相
互作用をいかに回復し，維持していくかが，実務
的には課題となることが示唆された。
　実務の現場では，昨今，こうした実践をはじめ
たところもある。某製造メーカでは，勤務する全
営業職の社員を対象にして，毎週金曜日に「業務
経験談の共有会」が開催される。その日は営業活
動を休み，全担当者が販売情報や売り場陳列の成
功体験を共有し，翌週，自ら何を実行するかを検
討する。こうしたプロセスを通して，成果をあげ
るだけでなく，各人のモティベーションを引き出
したり，能力形成を支援する。
　商談の成功事例の発表に際しては，成果のアウ
トプットだけではなく，成果につながった，ある
いは，つながらなかったプロセスを共有する。商
品の並べ方だけでなく，どういう過程で上司や仲
間に問題点を相談して解決し，いかにバイヤーに
食い込み，売り場獲得につなげたのか，そのプロ
セスを詳細に共有する。
　もし学習資源にゆとりがあるならば，個人にあ
らゆる業務経験を付与し，その経験を内省するこ
とで学習させることが理想的である。しかし，Ⅰ
で述べたように職場は多忙化し，個々人が有する
可処分時間，学習資源は限られている。また，適
切な業務経験が常にその場にあるとは限らない。
そのような中で，他者の経験から学ぶ機会を，職
場レベル，および組織レベルでもつことが，実務
上，注目されている。

2　職場での実践を学習機会として活用する実践的
研究

　企業の人材育成の場合，Off-JT で学習されたこ
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とは，個人の行動・認知変化につながり，職場で
実践されることが求められることは，既に述べ
た。企業の人材育成にとって，学習は目的ではな
く手段である。ゆえに，研修プログラムを考慮す
る際には，組織・事業の変革につながるようにデ
ザインされなければならない（Engstrom 2004，
2010）。そのためには，個人や組織のパフォーマ
ンスを改善する目的で実施される学習介入を，
様々なかたちで統合的し，効果を高めることが求
められる（Rothwell and Sredl 2000）。
　これらの背景もあり，多くの Off-JT では，こ
れまで工夫のひとつとして，Off-JT の最後に，職
場に戻ったあとでの実践計画（アクションプラン）
づくりの時間を設けることが多かった。しかし，
このプランづくりと意思決定が形骸化し，実行さ
れない事例は枚挙にいとまがない（杉万・谷浦・
越村 2006）。つまり，アクションプランを発表す
ることが「儀礼」として実行され，作成されたア
クションプランは「誰にも実行されない」という
ことである。
　これらの問題を解決するために，Off-JT と
OJT，すなわち，研修現場における学習と職場で
実践・サポートを連動・連携させ，統合的な学習
環境として構成するような試みが近年なされてい
る。
　例えば，Raelin and Raelin（2006）では，上級
管理職を対象として，DAL（Developmetal Action 
learning）とよばれる統合的な学習環境を提案し
ている。
　彼らの学習環境は 3 つのセッションから成立す
る。第一セッションは，研修参加者が，自分とは
異なる視点を有する他者や講師と積極的に対話を
行ったり，文献購読を行う。第二セッションで参
加者は，第一セッションで得られた視点を消化
し，職場において実施できる試みを準備し，実践
することが求められる。その過程はジャーナルに
書き留められ，のちに他の参加者からフィード
バックを得るために役立てられる。第三セッショ
ンでは，プロジェクトチームが組織され，さらに
高いレベルの実践を相互に行い，それをもとにし
た内省を集合的に組織化する。一見してわかるよ
うに，彼らのプロジェクトの試みにおいては，仕

事を離れて行われる研修場面における内省や対話
と，仕事場における実践は，別れていない。それ
らが不可分にむすびつき，統合的な学習環境を構
成していることがわかる。
　例えば，杉万・谷浦・越村（2006）は，大学病
院の中堅看護士を対象とした研修において，

「Already-Started 型」と呼ばれる研修を実施して
いる。本研修においては，1）研修期間中に研修
生が自職場を分析し，アクションプランを構築
し，2）自職場に復帰後は，数カ月のうちに，ラ
イン長と相談した上で，職場の改善活動を実施す
る。その上で，3）ふたたび集合研修に戻ってき
て，次の職場改善計画を練るという研修を行い，
成果をあげている。
　このような研修スタイルは実務の世界にも広
まっている。
　例えば某大手銀行では，リテール業務を担当す
る新入社員に対し，「リテールバンキングカレッ
ジ」とよばれる研修システムを構築している。こ
の研修においては，基本的に毎月 1 回，3 日間か
ら 4 日間程度，東京と大阪にある研修所に新人行
員を集めて研修を実施する。残りの日は，現場で
仕事をしながら学ぶ。研修と職場の連携のために
は「チェックシート」が設けられており，研修で
学んだことは現場のライン長にメールでも報告
し，研修で習ったことを実践してもらう。研修に
おいては，受講生同士が実践した内容を共有・内
省する時間をもち，この循環を 1 年半の間繰りか
えす（リクルートワークス研究所 2011）。
　筆者も，東日本旅客鉄道株式会社との共同研究
において，Off-JT と OJT を連動させ，統合的な
学習環境を構築する探求を行ってきた。研修を具
体的に開発し，半年にわたって実施し，その学習
効果を測定するという研究を，同社安全研究所と
実行した。
　筆者らが企画・開発した研修では，ひとつの職
場から 2 名のマネジャー（現場長），マネジャー
の補佐役（助役）に研修に参加してもらい，職場
の事業，業務のあり方の改善のために，基礎的な
知識，理論的知識をまず学んでもらう。その後，
この 2 名が議論を行い，フィージビリティの高い
アクションプランを構築してもらう。アクション
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プランの発表は，ポスターセッションの形式で行
い，マネジャーらよりもさらに上位者の前で，数
カ月間にわたり実践することを宣言させる。この
数カ月間の期間が，職場での実践期間である。2
人は相互に連携し，部下を巻き込み，実践を組織
化する。数カ月の時間をおいたあとは，研修参加
者に再び集まってもらい，その成果をポスター
セッションの形式で報告してもらい，リフレク
ションを促す。
　このように職場で実践を立ち上げるためには，
個人が学習し，個人がアクションプランを構築す
るのでは不足である。リーダーたるマネジャー
と，第一のフォロワーであるマネジャーの補佐役
が参加単位（unit of participation）となって研修
に参加してもらうことで，職場にかえってからの
分散型リーダーシップ（メンバーの相互依存と分業
によって，リーダーシップ現象が発露する状態）

（Gronn 2002）が期待できる。
　研修の評価として，研修を受講した 18 職場を
実験群，研修を受講してない 6 職場を対照群とし
て，プログラムの実施前後に職場の状況を尋ねる
質問紙調査を実施している。
　対照群・実験群を設定したいわゆる実験計画法
に基づく研究パラダイムは，教育評価測定の基礎
的手法として学習研究において幅広く実践されて
いるが，今後は人的資源開発論の研究において
も，さらなる知見が生まれることが期待される。

Ⅲ　まとめと今後の研究課題

　最後に，本論文を総括したうえで，今後の研究
のあり方について考察を試みる。

1　総　括

　本小論では，近年，人的資源開発論の研究領域
において「職場（Workplace）」を「学習環境」と
してとらえ，その学習の実態や可能性を実証的に
探求する研究が増えていることに鑑み，これらの
先行研究，特に筆者がこれまで関与・実施してき
た研究を紹介してきた。
　長く人的資源開発論において使用されてきた
OJT と Off-JT という概念の一般的理解が，とも

すれば重要な学習機会を見逃し，効果的な学習環
境構成の阻害要因の一因になったのではないか，
という問題提起を行い，その解決の糸口になる研
究として，近年，注目が集まっている「職場を学
習環境と見なす研究」を紹介した。これらの研究
の具体例としては「職場での学習の実態を把握す
る調査研究」「職場での実践を学習機会として活
用する実践的研究」などがあった。
　前者は，職場のメンバー間で営まれる社会的相
互作用の中で，従業員の能力発達を捉えようとす
る研究群であった。人は，職場の異なるエージェ
ントから，内省支援・精神支援・業務支援といっ
た 3 つの支援を多種多様なかたちで受けているこ
と，また職場内の業務に関する経験談は，能力向
上に資することを示した。
　後者の研究群は，「研修における学習」と「職
場における実践」を連動させ，学習効果の高い人
材育成を模索する研究である。教育評価測定をと
もなう筆者の共同研究を紹介した他，いくつかの
企業において実践が志向されていることを示し
た。
　学習環境として職場を位置づけ，その可能性を
模索する研究は，今，世界中で多くの研究が生み
出されているし，今後も発展の可能性が高い。筆
者に関して言えば，職場に関する学習研究を様々
な方向で開花させるべく，多くの研究を実施した
り，共同研究に参画したりしている。
　今回は紙幅の都合で紹介できなかったが，例え
ば，職場における革新性風土と職場における他者
からの支援の交互作用を探求した中原（近刊），
職場における PDCA 風土の浸透度合いと学習行
動・成果の関係を探求した松尾・中原（2009），
OJT 指導員の役割に着目して，彼らが職場のメ
ンバーに OJT に協力を求める行動がどのような
効果をもつかを探求している関根・中原（2011）
などがある。
　また若手社員のみならず，中途採用人材の再学
習に関する研究（中原 近刊）も個人として進める
一方で，日本の大学を卒業した元留学生が日本企
業の中でどのような職場学習を進めるかについて
の研究（島田・中原 2010a，島田・中原 2010b），非
正規雇用人材の学習に関する共同研究（見舘・中
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原 2009，2010）にも参画している。研究対象とな
る学習主体を多様化させつつ，人材育成に資する
研究を今後も行っていきたい。
　特に，従来の職場学習研究は，中核人材に焦点
をあてて展開してきたが故に，非正規雇用人材の
学習，再学習に関しては，わかっていないことが
多い。そうした面も考慮に入れ，職場におけるダ
イナミックな学習の動態を明らかにする研究が，
今後，さらに求められている。

2　学習研究と経営研究の交差──学際的研究萌芽
の可能性

　最後に今後の学習研究，経営研究のあり方に関
して，やや俯瞰的，かつメタな立場から，その可
能性について述べる。本論文において筆者は，学
習環境としての職場の可能性を探究する研究群に
ついて紹介してきたが，ポストバブルの反動によ
る職場の多忙化，仕事の一極集中化によって，近
年，ますます人材育成の難しさが指摘されており

（中原 2010a），今後，これらの知見はますます求
められると予測される。
　しかし，日々高まる社会的ニーズに対して，学
問的探求が応えきれているか，というと，いささ
か心許ない。もちろん実用的な社会的ニーズに応
えうることだけが学問の目的ではないにせよ，実
践現場で実践をなす人々にとって洞察ある知見を
生み出すことが，求められている。
　従来から経営学研究においては，組織論の中で
も，人的資源開発論，あるいは，人材開発論は周
辺的位置を占めてきた。その証拠に，経営学の教
科書，組織論の教科書を紐繙いてみても，人材開
発に関する記述はあって数頁あるくらいである。
そして，そこには OJT，Off-JT，あるいは自己啓
発くらいの概念しか記述が進んでいないこともあ
る。
　一方，学習研究においても，企業組織における
学習は圧倒的に不足している。状況的学習論の研
究では，パイロットや医師などの高度専門職，あ
るいは，製造現場における仕事研究などが行われ
ていたが，第三次産業のホワイトカラー中核人材
に関する研究は圧倒的に不足している。
　また，伝統的に，教育学研究における企業内教

育は，「生涯教育・社会教育」と呼ばれる研究分
野に位置づけられるものとされているが，そこで
は社会教育施設や公共施設等における学習研究が
多く，これまで高い成果をあげてきた。対して，
企業における成人の学習を探求する研究は，非常
に数が限られている。今後，この領域において
も，現在の企業・組織から取得されるデータを用
い実証的探求がさらに増えることを願う。その際
には，認知科学や学習科学の研究領域で探求され
ている最新の学習研究の知見，あるいは，組織行
動論，組織学習論において探求されている議論と
相互通行をもつことが期待できるだろう。
　今後の最大の課題は，学習研究と経営研究の交
差する領域に，新たな学際的な研究領域を切り開
いていくことにあると思われる。そして，この学
際的な研究領域の「胎動」は，人的資源開発のメ
タレベルの議論を行う人的資源管理論の今後の学
問の方向性とも共振するのではないか，と期待し
ている。
　例えば守島（2010b）は過去 50 年の人的資源管
理論を振り返ったうえで，その研究の名称が「労
務管理論」「人事管理論」から，いわゆる「人的
資源管理論」に移行するにつれて，「人ならでは
の要因が輻輳しておこる，職場のダイナミックな
過程についての思考をめぐらす研究者が少なく
なった」と指摘している。従来の労務管理や人事
管理における「管理過程」とは，働く人の意識や
価値観，仕事内容，上司のパーソナリティや行動
など，様々な要因が複合するプロセスの管理で
あった。ゆえに，その研究には「人という存在が
もつ多様な特徴について思考をめぐらし，職場の
ダイナミクスを考えようという姿勢があった」と
いう。しかし，人材を「経営のための資産」と把
握し，その成果変数（生産性・モティベーション）
などに着目する人的資源管理論が台頭するにつれ
て，職場のダイナミズムへの関心は失われた。同
様の指摘は平野（2010）においてもなされている。
人的資源管理や戦略的人的資源管理のフレーム
ワークにおいて探求された「経営戦略」と「パ
フォーマンス」などの特徴的変数間の関係が，主
に，職場レベルではなく全社レベルの変数として
探求されたため，人事施策の運用の現場である職
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場があまり考慮されなかった，のだという。
　組織の現実は，いまや，「個別諸学では解けな
い数多くの変化に直面」している（金井 1990）。
人材育成も，荒れ狂う変化のまっただ中で揺れ続
けている領域のひとつであろう。個別の理論のみ
ならず，様々な関連知見を把握し，効果的な学習
環境の構築を目指すことが求められる。
　学習研究と経営研究の交差する場所，その端緒
として「学習環境としての職場」の可能性を模索
する諸研究がさらに発展することを願い，小論の
結びとする。

1）　OJT のその他の定義には，「職場で仕事を遂行する過程で，
上司が部下の育成必要点を見いだし，それに対する一切の指
導，援助を行うこと」（寺澤 1988）や「職制の長が部下の能
力向上を意図して行う行動」（土井 1986）などがある。

2）　OJT をキャリアと把握する小池（1991a，1991b，2006）な
どの研究は，この一般的な定義とは趣を異にする。あくま
で，ここでは OJT，Off-JT に関する一般的理解を問題とす
る。

3）　従来の転移研究においては，研修プログラムデザインに
よってどのように学習効果が変化するかを比較対照実験パラ
ダイムにおいて探求したり（Specht 1991），研修受講者の態
度・動機が Off-JT の学習効果に与える影響を調べたり（Noe 
and Schmitt 1986）する研究が多かった。

4）　職場における社会的相互作用に焦点をあてた研究以外に
は，職場における業務経験付与の研究（中原 近刊）などがあ
るが，ここでは前者に焦点化して論じる。
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